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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は大きく分けて以下の2つに分けられる。本研究の1つ目の目的は、食料
品製造業におけるイノベーション活動が企業業績に対して与える影響を定量的に明らかにすることである。そこ
で本研究では、新商品開発活動、デザイン開発、品質衛生管理の3点の活動が、売上高や営業利益などの企業業
績に対して与える影響を定量的に明らかにした。
また、2つ目に目的として、国産紅茶を事例として、新市場はどのように創出されたのかを明らかにした。さら
に、地域資源の発掘から、その高付加価値化、商品化、そして保護・収益化までの一連の流れを理論的フレーム
ワークとして活用することで解明した。

研究成果の概要（英文）：Using intellectual property rights data as indicators of exclusive 
innovation
outcomes, this study empirically examined these issues. The distinction of consumer communication 
channel-related designs from other industrial designs utilizing the advantage of the simple 
structure of foods has realized highly fitted proxies of distinctive innovation activities. 
Investigating the firm performance of 192 Japanese food manufactures between 2009 and 2013 revealed 
the dominance of incremental innovations in product packaging over other exclusive innovations. This
 study also examines the birth of the market for Japanese black tea, its decline, and its rebirth. 
We found the main reasons for the revival and spread of Japanese black tea were production and 
manufacturing innovation. Manufacturing technology for fermentation was established by 
entrepreneurial farmers and transferred to other Japanese black tea farmers, resulting in the rapid 
market creation of the Japanese black tea.

研究分野：経営学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本における成長産業として、そして地方創生の主役として今、食と農の分野が期待を集めている。日本は安全
で高品質な食材を提供する基盤を有している一方、産業として捉えた場合には規模や付加価値の面で更なる上積
みが期待できると考えられるためである。本研究では、食品の高付加価値化や収益化の仕組みについて、知財デ
ータや企業財務データを活用し、初めて食料品製造業全体を対象とした実証分析を行った。さらに高付加価値化
と収益化の具体的事例として国産紅茶を取り上げ、市場創造・拡大に焦点を当てたケーススタディを行った。こ
のことにより、経営上の課題や市場創造・拡大に対する成功要因を明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 日本における今後の成長産業として今、食と農の分野が期待を集めている。2013 年 6 月に
閣議決定した「日本再興戦略」では、日本の食と農の産業の国際競争力を高め、一大輸出産業と
して開花させるという大きな展望が示された。さらに、2014年 6月の改訂版では、新たに 2030
年に食品の輸出額 5 兆円の実現を目指す目標が掲げられている。これは同時に、地方経済の再
興や雇用の創出など、現在地方が直面している課題の解決の一助となることも期待されている。 
このような食と農に対する期待や展望の背景には、次の 2 つの認識が存在している。1 つ目
は、世界の食料需要の増加である。世界的な人口増加や新興国における所得水準の向上により、
付加価値の高い農産物や加工食品の需要は確実に増加すると見込まれている。 

2 つ目は、日本の食と農の国際競争力にはまだ多くの伸びしろが存在するという認識である。
日本は安全で高品質な食品素材を提供する基盤を有している一方、産業として捉えた場合には
規模や付加価値の面で更なる上積みが期待できると言われている。特に食と農の産業は、地方経
済と直結しているため、地方創生の起爆剤としての期待が高まっている。 
ただし、上述した大きな期待とは裏腹に、現状は厳しさを増している。2000年代に入り、日
本の食品市場は緩やかな減少傾向にある。2001年と比較して、2013年の家計消費支出はおおよ
そ 2％減少した。これを目的別で見てみると、保健・医療は 10～20％の大幅な増加を示す一方、
食品関係の支出は 10％ほど減少している。これは規模でいうと、約 5兆円の縮小である。この
ことが地域経済を圧迫する一因となっている。さらに近年では、流通業のプライベート・ブラン
ド化が進むなど、多くの消費者が低価格商品を選択することで、ますます値下げ圧力が高まると
ともに、地元企業の販売力が低下するという構図となっている。 

 
(2) このような中、近年、地域振興のために地域の生活や文化、環境の価値を伝えて、商品化す
る取組みが各地域で行われている。かつては地域における特産物等を原料として加工・販売する
など地域資源を利用するという面に注目が集まりがちだった（加藤、2010）。しかし、結果的に
多くの地域が一部の成功した地域を学習し模倣することで、類似した商品が市場に出回ること
となった。実際に、企業の商品開発では、同様の傾向がかねてより観測されている（Martinez & 
Briz, 2000）。そこで一部の企業では、商品に様々な情報的要素を付与し、それを前面に押し出
して強調するような戦略が目立つようになった。そのような中、付加価値を高める要素の 1 つ
として文化が注目され始めている。もともと文化の価値は、文化が持つ非排除性や非競合性の性
質から、非経済的で企業的生産には向かないとされてきた（佐無田、2018）。そのような中、縮
小が進む地域の製造業に代わって、知識経済による地域再生という文脈のなかで文化の経済効
果が注目されたのである（後藤、2010）。 
そこで本研究では、近年、新.市場を創出するなど大きな期待を集めつつある国産紅茶に焦点
を当てた。かつて日本は 5,000t 以上の紅茶を輸出したこともある紅茶輸出国だった。それが間
もなく減少に転じ、やがてゼロになった。日本国内で消費される紅茶も輸入が主となり、国内生
産もやがてゼロになった。それが近年に入り、国産紅茶の復活が見られるようになった。 
一部の生産者が緑茶市場の縮小という逆境をプラスに捉え、国産紅茶の生産を開始したのが
始まりである。そして多くの生産者がこれらの一部の生産者を学習し模倣することで、再び各地
で本格的に生産されるようになり、多くの国産紅茶が市場に出回ることとなった。こうして 2000 
年ごろから徐々に生産を拡大し始めた国産紅茶は、地域や生産者ごとに様々な個性を持つ商品
が登場している。それに従って、それぞれの紅茶の違いを楽しむような国産紅茶の消費スタイル
が紅茶愛好家を中心とした消費者に広がってきている。 
しかしながら、ここまでの国産紅茶の拡大・普及に至るまでの道のりには多くの困難を伴って
いた。まず、第一に技術的問題があった。製造面に関しては 1950年代に紅茶製造機械の開発な
どを中心に様々な研究が行われたが、海外産の紅茶の輸入自由化以降、産業は衰退してしまった
ため、かつてのノウハウは現在の農家には受け継がれていない。そのため、復活当初の国産紅茶
は海外産の紅茶と比べてあまり品質の良いものではなかった。しかし、その後、大幅な品質向上
に成功し、現在では海外でも認められるような国産紅茶が存在するまでとなった。第二に、輸入
紅茶を含めた様々な商品が茶市場に出回る中、どのように他の競合相手との差別化を図り、商品
に価値づけを行うかという問題である。結果的には、上述したように類似した商品が多く出回る
中、国産紅茶は様々な個性を持つ商品が登場しており、一部の消費者はその価値を受け入れてい
ると言える。 
 
２．研究の目的 
上記の背景を受け、本研究の目的は大きく分けて以下の 2つに分けられる。 

 
(1) 本研究の 1つ目の目的は、食料品製造業におけるイノベーション活動が企業業績に対して与
える影響を定量的に明らかにすることである。イノベーション活動は研究や研究者によって対
象とする範囲は異なるが、本研究で注目するのは研究開発活動、デザイン開発、品質衛生管理の
3点である。これらの役割は企業にとってそれぞれ、新商品を市場に投入することで消費者のニ
ーズを満たすこと、見た目での差別化によって市場において競合他社の製品との差別化を図る
こと、安全性を求める消費者に対して品質を保証すると同時に、取引先などからの信頼を得るこ
となどが挙げられる。 



これらの活動に取り組むことによって企業は、特許の取得や認証の取得が可能になったり、他
社製品と異なる製品を展開することで市場にインパクトを与えることが可能となる。そして、最
終的には売上高や利益などといった企業業績を向上させる可能性がある。以上のことから、イノ
ベーション活動は食料品製造業において重要な戦略であると考えられる。 
従来の研究においては、研究開発費などのデータを用いてイノベーション活動と企業業績と
の関係性を明らかにするという研究が多く存在している。しかし、現在の会計基準では研究開発
費が網羅する範囲は幅広い。そこで本研究では、新商品開発活動、デザイン開発、品質衛生管理
の 3 点の活動の影響について次のデータと手法を用いて検討した。この 3 点を選んだ理由は、
客観的なデータを元に、企業業績に与える影響について検討できるためである。これらの活動の
成果には一定の基準に従った権利、認証、賞が存在する。そのため、イノベーション活動の成果
の指標として用いるにあたって客観性があり、企業間の認識などの差は比較的少ない。 
具体的に本研究で用いた変数は、研究開発活動については、研究開発活動によって生み出され
た新物質や新技術を保護する手段である特許権や、商品の名称を保護する商標権のデータを用
いた。次に、デザイン開発については、知的財産権の中で新しいデザインを保護する意匠権、デ
ザインが優れた製品に贈られるグッドデザイン賞のデータを用いた。品質衛生管理については、
国際的な標準規格であり、安全で信頼性が高い製品につながる ISO9001 や 9002 の取得、食品
安全の規格である FSSC22000、HACCPなどのデータを用いた。最終的に、これら 3点の活動
のデータと企業の財務データを組み合わせることで、これらの活動の成果が売上高や営業利益
などの企業業績に対して与える影響を定量的に明らかにする。 
 
(2) 本研究の 2つ目の目的は、国産紅茶を事例とした以下の 3点である。 
まず、1つ目に新市場はどのように創出されたのかを明らかにする。国産紅茶市場を創出した
一部の生産者は緑茶の製造技術の知識しか持ち合わせておらず、国産紅茶の製造のノウハウも
なかった。このような生産者がどのように国産紅茶を復活させたのだろうか。そこで本研究では
国産紅茶の新市場の創出プロセスを歴史や製造技術、品種、成分から明らかにする。さらに、高
い品質の国産紅茶をつくりだしている生産者に焦点を当て、事例調査を通じて、国産紅茶の生産
に至った経緯や国産紅茶の製造技術の習得の過程を解明する。 

2つ目は、市場創出後、どのようなプロセスによって市場が形成されていくのかということで
ある。国産紅茶は 2000年ごろから再び各地で本格的に生産されるようになった。多様な商品が
市場に出回る中、生産者はどのような経過で国産紅茶の価値を見出し、商品化、収益化に至った
のだろうか。商品の特異性に繋がる国産紅茶の風味や水色等の違いは、それぞれの地域の気候に
適応する品種の選択やそれぞれの立地で茶栽培が行われることにより生み出された茶葉の特色、
地域の異なる茶製造技術から生み出されたものであり、地域の風土や文化、環境を反映している。
よって、本研究では国産紅茶を事例として地域資源に注目した市場形成プロセスを追求する。具
体的には、地域資源の発掘から、その高付加価値化、商品化、そして保護・収益化までの一連の
流れを理論的フレームワークとして活用することで、市場形成プロセスの解明に挑戦する。 

3つ目は、商品の地域資源を中心とした価値の伝達はどのように行われているのかということ
である。今や市場には多くの類似した商品があふれているが、地域資源は商品の優位性を生み出
す重要な価値の 1つである。しかしながら、生産者が地域資源を発見し、価値付けを行い、その
価値を商品に実装しても、消費者が価値と見なさなければ収益にはつながらない。生産者は国産
紅茶のもつ価値をどのように消費者に伝えているのだろうか。そこで本研究では、国産紅茶を事
例としてそれぞれのチャネルにおける役割に注目し、生産者に対するアンケートやインタビュ
ー、流通業者に対するインタビューからアプローチを行い、地域資源を中心とした価値伝達の仕
組みを解明する。 
 
３．研究の方法 
(1) 1 つ目の研究目的を達成するために、主にデータ分析を中心とした定量分析を実施した。は
じめに、被説明変数となる企業の業績を表す過去 5 年分の財務情報が入手可能な企業（上場企
業・未上場企業）をリスト化した。次に、説明変数のデータである。本研究ではこれらの企業が
取り組むイノベーション活動の成果となる知的財産権、グッドデザイン賞の受賞有無、品質衛生
管理認証の取得などのデータを抽出した。そして、被説明変数と説明変数のデータを組み合わせ
た複数年のパネルデータを作成した。分析にあたっては、パネルデータを用いた重回帰分析を行
なった。具体的には、説明変数には知的財産権の出願件数や保有件数、グッドデザイン賞の受賞
件数、品質衛生管理認証の取得件数などといった数値を設定し、売上高成長率、営業利益率、営
業利益増加額などの企業業績に与える影響を検討した。 
 
(2) 2 つ目の目的に対するアプローチとして、これまでの複数の外部資金による調査研究より、
地方に点在する食品企業においても優れたコア技術を持ち先行的に新たな事業に参入すること
で、高い競争優位性を獲得する企業が存在することがわかっている。これらの企業が直面した課
題や成功要因はどこにあるのか。本研究では、食品産業における新産業創出プロセスの探求のア
プローチによりこの問題意識に挑んだ。新たな産業として注目の集まる国産紅茶のビジネスモ
デルについてケーススタディを行った。 
 



４．研究成果 
ここでは限られた紙面の都合から、特に 1つ目の研究の目的に対する成果を記す。 
 
(1) 研究面での貢献は次の 5点が存在する。第 1に、分析対象とした企業を拡充したことであ
る。従来の研究においては、財務情報が広く公開されている上場企業のデータのみを対象とした
ものが一般的であった。本研究のデータセットでは上場企業のデータに加えて、東洋経済新報社
が発行する「会社四季報未上場版」の 2008年版から 2013年版までの全ての版に掲載されてい
る企業を抽出して各企業の財務情報を取得した。最終的に、上場企業と未上場企業の 2 つのデ
ータセットを組み合わせることで、全体で 193 社のデータを収集して分析に耐えうるデータセ
ットを作成することが可能となった。 
第 2 に、商標権のデータを新商品発表数の代理変数として用いた点である。他製造業を対象
とした研究では、古くから特許権のデータを用いて企業業績との関係を検証することが多かっ
た。しかし、①商標権の出願時期の方が特許権と比較して新商品発表の時期により近いこと、②
食料品製造業では特許権の出願よりも商標権の出願の方が重視されていること、などの要因を
考慮して商標権の出願件数を新商品発表数の代理変数として用いた。 
第 3 に、意匠権の登録件数を新商品発表数、保有件数を商品ブランド力の代理変数として用
いた点である。一般的に意匠権は、商品のデザインが決まってから出願、登録される傾向にある。
つまり、商標権の出願と同様に、研究開発活動の最終段階で出願、登録される傾向にある。従来
の研究では１つの研究の中で、登録件数、保有件数という区別をしているものは多くはない。本
研究では、新規に登録される意匠権の件数を新商品発表数の代理指標として用いた。また、意匠
権を長期間保有し続けることは、言い換えれば同じデザインの商品を販売し続けていること考
えられる。このことから、意匠権の保有件数を商品のブランド力の代理変数として用いた。 
第 4 に、意匠権の種類に応じて 3 区分に分類した点である。意匠権はデザインを保護する権
利であるが、その対象は商品に関するデザインから生産工程でのデザインまで幅広く存在する。 
従来の研究ではデザイン開発の成果として意匠権のデータを用いていたが、意匠権を一括り
で検討しているものが多く、デザインのどのような要素が企業業績に影響を与えるかについて
は検討されていないものが多い。本研究では日本意匠分類に従って①パッケージ関連意匠、②食
品・容器形状、③生産設備関連の 3つの区分に分類して、デザインに関連するそれぞれの要素が
企業業績に対してどの程度影響を与えるか検証した。 
第 5 に、品質衛生管理に関連する認証取得の効果を検証した点である。食料品製造業におい
ては特に品質衛生管理が重要になる。その一方でこれらの認証取得と企業業績の関係性につい
ては今まで十分に検討されてこなかった。また、他製造業を対象とした研究でも、これらの認証
の保有と営業利益など同一時点での検証を行うものが一般的であり、業績が良いから認証を取
得するという因果関係もある。本研究ではこれらの課題を克服するために、食料品製造業を対象
として、複数年間のパネルデータを用いることで、認証の新規取得が企業業績に与える影響を検
証した。 
これらの研究面での貢献は、特にイノベーション研究の分野で新たな研究手法を提案するも
のであり、他産業を対象とした研究にも十分に活かすことができると考える。 

 
(2) 実務面での貢献は次の 3点が存在する。第 1に、意匠権を 3つに分類したことで、異なった
デザインの要素が違う種類の企業業績に与える影響を発見した点である。本研究の結果、①食
品・容器形状に係る意匠権の新規登録は売上高の向上につながること、②パッケージ関連意匠の
保有件数は営業利益の高さにつながることが明らかになった。このことは、①消費者は意匠権で
登録されるような目新しさのあるデザインを持つ食品を購入する傾向にあること、②パッケー
ジのデザインを保護し続けることで、再購入される機会が増え、広告宣伝費などの販売費の減少
に結びつき営業利益が高くなること、などの可能性があることを示唆するものである。 
第 2に、意匠権の保有件数と企業業績の間には逆 U字の関係性にある可能性を示した点であ
る。意匠権の効果については第 1に記したが、意匠権の保有を続けることを含むデザイン・マネ
ジメントには相応のコストや負担が生じることが指摘されている。また、多すぎるパッケージデ
ザインは消費者に企業の統一的な製品イメージを生起させにくく、結果的に企業業績を引き下
げる可能性がある。意匠権の保有件数の 2 乗項が負に有意であったことから、営業利益の観点
では、意匠権の大量保有は必ずしも最良の策ではなく、営業利益を高めるには適度な程度が存在
する可能性があることを示唆するものである。 
第 3 に、品質衛生管理の取得が企業業績に対して有効であることを明示的に示した。本研究
の結果、非上場企業において ISO9001、9002の取得が売上高の向上につながることが明らかに
なった。この要因としては、比較的規模が大きい上場企業においては既に取引先や顧客等からの
信用・信頼が確立されており、品質衛生管理認証の取得による効果は大きくないことが考えられ
る。一方で、規模が小さく、公開情報が限られることが多い非上場企業においては、品質衛生管
理の認証取得が、①消費者に対して安心・安全を伝える手段となり得る、②認証取得の際に必要
な文章管理の徹底などの工程を経ることで取引先からの信用・信頼を高めることになる。このよ
うなことから、品質衛生管理に関する認証取得は特に非上場企業にとって大きなインパクトを
与える可能性があることを示唆する結果となった。 
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